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大田原市税条例の一部を改正する条例 

大田原市税条例（昭和３０年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第３４条の４中「１００分の１４．７」を「１００分の１２．１」に改める。 

第４２条第２項及び第３項を削る。 

第６６条第２項及び第３項を削る。 

第７８条第２号イを次のように改める。 

イ 小型特殊自動車 

農耕作業用のもの 年額 ２，４００円 

その他のもの   年額 ５，９００円 

附則第１０条の２の見出し中「附則第１５条第２項第６号及び第９項」を「附則第１５

条第２項第１号等」に改め、同条第２項中「附則第１５条第９項」を「附則第１５条第８

項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第１項を同条第４項とし、同項の前に次の３項

を加える。 

 法附則第１５条第２項第１号に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

２ 法附則第１５条第２項第２号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

３ 法附則第１５条第２項第３号に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とす

る。 

 附則第１０条の２に次の２項を加える。 

６ 法附則第１５条第３７項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。ただし、第４２条第２項及び

第３項並びに第６６条第２項及び第３項を削る改正規定、第７８条の改正規定及び附則

第４条の規定は、平成２７年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の大田原市税条例（以下「新条例」という。）第３４条の

４の規定は、附則第１条に規定する施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税

及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始

した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税に

ついては、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例附則第１０条の２第１項の規定は、平成２６年４月１日以後に取得される

地方税法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第４号）第１条の規定による改正後



の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」という。）附則第１５条第２項

第１号に規定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度以後の年度分の固定資産

税について適用する。 

２ 新条例附則第１０条の２第２項の規定は、平成２６年４月１日以後に取得される新法

附則第１５条第２項第２号に規定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度以後

の年度分の固定資産税について適用する。 

３ 新条例附則第１０条の２第３項の規定は、平成２６年４月１日以後に取得される新法

附則第１５条第２項第３号に規定する施設又は設備に対して課すべき平成２７年度以後

の年度分の固定資産税について適用する。 

４ 新条例附則第１０条の２第６項の規定は、平成２６年４月１日以後に取得される新法

附則第１５条第３７項に規定する設備に対して課すべき平成２７年度以後の年度分の固

定資産税について適用する。 

５ 新条例附則第１０条の２第７項の規定は、平成２６年４月１日以後に取得される新法

附則第１５条第３８項に規定する機器に対して課すべき平成２７年度以後の年度分の固

定資産税について適用する。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例第７８条の規定は、平成２７年度以後の年度分の軽自動車税について適用

し、平成２６年度分までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

 

 


